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韓国・タイの労働投入構造

まえがき

I 韓国の1970,75年の要素厳存度指標

n 韓国の職業別労働投入構造

m Fイの労働投入構造

あとがき

まえ が き

一般に，発展途上国の労働力は，一圏全体で集

計された概念を用いて分析されることが多い。実

際にはかなり異質な労働が，単純に積みあげられ

るために，結論が当初想定されたものと異なって

くる可能性がある。たとえば，横山・大野・糸賀

．今岡が行なったレオンチェフ指標の計測借りに

よれば， 1970年の韓国は資本豊富国とされるが，

労働を熟練・非熟練にわけで見ると，資本豊富と

いってもそれは非熟練労働に対して相対的に豊富

であるとしている。そこで本稿では，韓国とタイ

について，労働を職業によって分割してそれらの

賦存度の変化を分析し，さらにそれらの投入構造

の推移とその変動要因を明らかにする。以下，第

I節では，韓国について，資本対労働の観点から

賦存度を検討し，次に労働を熟練度と職業によっ

て分割し，同様の分析を行なう。第E節では，

1970～85年の韓国について，職業別・産業別就業

者数の変動要因を生産増によるものと労働生産性

変化によるものに分けて分析する。第E節では，

『アジア経済』 XXIX-5(1988. 5) 

いと

糸 賀
Lげる

滋

近年工業生産を着実に上昇させてきているタイに

ついて同様の分析を行ない，比較検討する。

（注1〕横山久・大野幸一・糸賀滋・今向日出紀

「東・東南アジア諸国の要素賦存の計測」（『アジ7経

済』第28巻第10号 1987年10月）。

I 韓国の1970, 75年の要素賦存度指標

韓国は1960年代半ば，これまでの輸入代替化政

策から輸出拡大化政策に転じ，為替レート切下げ

等の措置を講じるとともに，輸出産業に対する圏

内税並びに関税の免除によって，輸出拡大にイン

センチブを与えた。こうした政策転換により，韓

国は豊かな労働力を背景にして，労働集約財の輸

出を伸ばすことに成功したと言われている。これ

に対して，先に述べた横山他の計測は，韓国の要

素賦存度構造が1970年の資本豊富国型から75年に

は労働豊富国型に変化したとしている。ここで

は，両時点聞の変化についてのこの結論をもう 1

度取りあげ，異なった角度から見てみる。

1. 資本対労働で見た要素投入

韓国は1970年から75年の聞に，輸出を6.8倍に，

輸入を 3.7倍に増やした。第 l表に見るごとく，

輸出については産業によって伸び率に大きな差が

あるので，当然輸出構成は変化している。伸び率

が圧倒的に大きいのは，輸送機械，一般機械，電

気機械等の機械類と，一次金属，非金属鉱物であ
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第1表韓国の産業別輸出入

〈単位： 100・万ウォン， 1975年固定価格）

輸 入出 輸

1970 1975 1975/70 1970 1975 1975/70 

i木 林漁霊
82.6 169. 7 2. 1 285.5 384. 1 1. 3 
29.4 26.4 0.9 13.8 34.0 2.5 

品加工 38.5 155.6 4.0 43. 1 66. 1 1. 5 

材・木製営
178.9 859.0 4.8 53.5 139.7 2.6 
54. 1 104.6 1. 9 2.4 1. 7 0. 7 

？；γ印刷g・出聖i 3.6 19. 1 5.4 35.3 32.0 0.9』

70.2 258.3 3.7 173.7 447.6 2.6 
7.0 45.2 6.5 10.7 22.5 2. 1 
13.7 112. 8 8.2 109.0 289.7 2.7 
9.4 56.3 6.0 46.9 32.3 0.7 

自明i
1. 5 17.5 11. 6 139.5 367.2 2.6 

24. 3 259.5 10.7 59.7 289.3 4.8 
3.4 83.2 24.5 62.8 187.9 3.0 
80.4 131. 9 1. 6 21. 7 51. 9 2.4 

電建気 水
18.0 6.3 0.3 0.0 0.5 0.0 
4.5 1. 1 0.2 0. 1 0.3 2. 1 

44.0 178.0 4.0 1. 0 7. 1 7.0 
73. 1 255.3 3.5 5.5 40. 1 7.3 
1. 9 8.2 4.3 0.3 13.6 43.5 
0.0 2.5 0.0 0.0 0.7 0.0 
23. 1 25.9 2.8 5.6 2.0 
54. 1 48.2 0.9 30.1 47.9 1. 6 

（出所〉 Bank of Korea, '70 lnp叫 OutputTables，ソウル， 1973年／同， 1975Input Output Tabl.es (l乃，ソ

ウル， 1978年。
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（出所〉第1表と同じ／朱鶴中他『1960～77年韓国産業資本と与推計』ソウル韓国開発研究院 1982年より筆者作成。
（注〉 I O表は国産取引表を使用。
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り，資本集約部門と労働集約部門の双方を含んで

いる。また，産業別の直接・間接に必要な要素の

投入係数は第2表のとおりである。産業別の，輪

出の大きさないし輸出の伸び率と，資本集約度な

いし要素の直接・間接投入係数の聞に，特に相関

関係は見られない。輸入についても同様である。

しかし，輸出入額の変化と要素投入係数の変化を

かけあわせた結果として見ると，以下のようなこ

とが言える。

各産業での 100万ヂの生産に直接・間接必要な

要素量を見ると，資本については増えているもの

もあり減っているものもあり， トータルでは低下

している。労働については，不動産部門を除いて

すべて低下している。大幅に下がっているのは，

一般機械，電気・ガス・水道，電気機械などであ

る。このように要素係数は低下（裏返せば，要素生

産性は上昇〕しているが，輸出の伸びが著しいため

に，要素係数ベクトルと輸出ベクトルをかけた結

果は，第3表にあるとおり，輸出に体化された資

本震が3.14倍に，労働量が2.27倍に増えた。

一方，輸入の伸びも大きいので，輸入に体化さ

れた資本量は 2.78倍に，労働量は 1.51倍に増え

た。

レオンチェフ指標計算式は書き直すと，資本の

輸出入比対労働の輸出入比になる。すなわち，

K:,,(L,,), K鴨 （L心をそれぞれ，輸出と輪入に体

化された資本（労働〉とすれば，

輸｜資本（100万ウォン〉

出｜労働（入〉

輸｜資本（lCJO万ウォン〉

入｜労働（人〉

（出所）第2表と向じ。

I ↓：： I ~::~ I ::~ 
I ~: : I ~: :: I ~: ;~ 

一 － 研史ノー争一一一一

Kz:/L,, K,,/K臨

一一一一＝一一一一ーとなる。
K四IL鵬 Lz/Lm

この比ベ方で見れば，資本の輸出入比の伸び率

は1.13，労働のそれは1.50であるから，資本の輸

出入比と比べて労働の輸出入比の方が伸びが大き

いために， レオンチェフ指標を低下させたと言う

ことができょう。

2. 労働の分割

労働を熟練度による分類と職業による分類に分

割し，それぞれの分類に応じて，貿易に体化され

た要素賦存度を検討する。

まず， 1970年の就業者についての熟練度を加味

した分類による調査借りがあるので，これを利用

する。ここでは労働者（就業者〉が次のように分類

される。

(a）事務労働者， (b）エンジニア（工学学士相当，自

ら機械・建物の建設・操作ができる者）， (c）テクニシャ

ン（製図・製品改良担当，工程管理等）， (d）熟練労働者

（掛摺得に6カ月以上かかる職業を3年以上経験した

者）， (e）半熟練労働者（向上職業を 1年以上経験した

者）， (f）見習い工，（g）その他。

この分類に従って 2種類ずつの組合せでレオン

チェフ指標を計算する。

たとえば，輸出（入〉に体化された事務労働者を

L,:'' (L明り，エンジニアを Lzb(Lmb）とすると，

もし，

£,,a/L:,:b [ a/ [ a 
一一一一＝一一一与＞ 1 Lm4/Lmb L,, J.u叫

であるならば，相対的に事務労働者（a）がエンジニ

ア（扮より豊富に賦存していると判定される。

同じように各組毎に計算することによって労働

者の豊富さの順位は次のようになる。

1.熟繰労働者， 2. その他， 3.半熟練労働者，

4.見習い工， 5.事務労働者， 6. テクェシャン，

7. ヱンジエア。
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I~品工院長｜埜
17 18 30 25 1. 8 1. 4 4 3 
16 21 18 18 1. 2 0.9 6 5 
69 89 172 176 2.5 2.0 5 6 
111 103 283 193 2.6 1. 9 2 1 
34 30 62 55 1. 8 1. 8 1 4 

農生産林工漁程
280 661 611 1,069 2.2 1. 6 7 7 
418 426 936 763 2.2 1. 8 3 2 

（出所〉筆者作成。
（注〉順位は， 2要素ごとに計算したレオンチェフ指

標による。

このように，技術者，専門家が比較的賦存度が

低く，労働者のなかでは，熟練度の高い者が豊富

である。

つぎに，労働（就業者）を職業別に分けた時の各

職業別労働の貿易量とレオンチェフ指標による順

位は，第4表のとおりである。 1970年について

は，「サービス」（以下，職業名を指す場合はかぎかっ

こを付す〉，「販売」のあとに，「生産工程」が続

く。「専門」は「生産工程」より下位にある。な

お， 1970年については，「販売」，「サービス」の

みが，純輸出でプラスになっている。 1975年にな

ると，「販売」は依然上位だが，「サービス」は落

ち，「生産工程」と「専門Jがこれに続く。「生産

工程」と「専門」の順位はここでも変らず，前者

の方が上位にある。「販売j，「サービス」以外に，

r専門J，「管理」，「生産工程」が純輸出でマイナ

スではなくなっている。先の熟練度分割による計

算結果と職業分割による計算結果は，熟諌労働の

優位と「生産工程」の優位という点については矛

盾せず，したがって，韓国が1975年に労働豊富国

に変化したとの前述の指摘は，より熟練度が高

く，より専門的な労働が豊富になってきたことを

意味するものとみなすことができょう。

（注1) Republic of Korea, 0伍ce of. Labor 

Affairs, Sunり Reporton Actual LaゐrCondi-

tions at Estab/,ishment, 1970，ソウル， 1971年。従業

員10人以上の企業のみ対象。

II 韓国の職業別労働投入構造

前節では，韓国の貿易に体化された労働の直接

．間接投入量に関する分析によって労働力の中身

の変化を見た。では，こうした労働力の変化は何

によってもたらされたのか。すなわち単に生産水

準の上昇からか，あるいは，それぞれの労働生産

性の上昇からきているのか。この点を探るのが本

節の課題である。ことでは，生産に車接投入され

た労働を扱う。

1. 職業構成の推移

第5表は就業者の職業別構成を見たものであ

る。まず，最大のシェアを占める「農林漁」は，

第5表就業者の職業別構成（韓国〉
（単位： 1,000人，かっこ内%〉

1970 1975 1980 1985 

職

需警 462 417 
t087 7. !~ 〕576 747 1,266 723 11. 

1,~ 1,525 1,983 306 15. 

一 ビ ス 847 1,085 
林 程漁

4,898 5,446 j：~伺52 3,675 
産 工 1,974 2,848 4,522 

〈出所〉 Republic of Korea, Economic Planning Board, Annual Report on the Economically Active Popu-

lation Survey，ソウyレ， 19田， 85年版。

（注） 「専門Jに「管理」を含める。
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第6家職業jjlj就業者の伸び寧（韓国〉
（%〉

11970～7511975～回ilル 85

21. 4 

霊喜毒 ー職ピ 童需ス
- 9.7 

産林工 漁程

（出所）第5表と同じ。
（注〕第5表と同じ。

29. 7 
27.2 
33.2 
11. 2 
44.3 

15.9 9.0 
75. 1 48.9 
69.5 36. 1 
30.0 16.3 
28. 1 49.4 

-14. 6 -21.0 
40. 1 13.3 

1975年以降急速に減少する。ついでシェアの大き

い「生産工程」は， 1970～80年にシェアを拡大さ

せ，第6表に見られるごとく伸び率も顕著である

が，70年代末から伸びが鈍化する。「サービスJは

着実に伸びている。全産業部門でみた1980年代の

特徴としては，いわゆるブルーカラーが伸びず，

ホワイトカラー（特に専門家，技術者〕と「販売J,

「サービス」が上昇していることが観察される

〈注！＼

2. 職業別・産業別構成の変動要因

以上のような労働力構成の変化をもたらした要

因を，もう少し詳しく見てみよう。第I節で用い

たデータをそのまま使って，山越論文 (1978）惟2)

にならい，職業別・産業別労働の増減を次のよう

に分割する。職業別労働者数をLt，産業別労働者

数を L1とすれば，

L‘＝［li1]X1 

L1=[l，…，1J [lt1] diag CX,) 

ただし， i：職業， j：産業。

X,=j産業生産額を示すベクトノレυ

[l.,J = j産業において 1単位を生産するのに必

要な i職業労働投入量を示す行列。

<liag (X1) =X，を対角要素とし，他の要素はゼ

ロの行列。

また，評価の時点を前期にして測ったそれぞれ

の増加分 （4で表わす）は，

第7蜜職業別就業者の要因別増加（韓国， 19干O～75年〕
（単位： 1,000人〕

昼間トLlX ソ _JJl・JX

93 106 -1 -12 
-28 108 -60 -76 
265 495 -75 -154 
270 715 -255 -191 

鵠
145 216 -45 27 

1,061 -285 1,426 -80 
747 2,550 -722 -1,081 
-11 22 一25 -8 

（出所） 筆者作成。
（注〕 LlXは生産量変化による増加部局， Lllは労働投

入係数変化による糟加部分， Jl・LlXは生産量変
化と投入係数変化の相乗効果による増加部分。

第8表産業別就業者の要因別増加（韓国， 1970～75年）
（単位： 1,000人〉

犠孟い子j Al J Al• AX 

霊林漁霊 1,052 -293 1,426 
-6 43 -35 

食繊木 品加工 46 134 -50 

材・木製維品
298 1,239 -282 
34 72 -21 

17 65 -27 
83 151 

非石属金盗属品今鉱機
12 69 -30 
29 64 -11 
238 567 -90 

1=:.::1 
7 52 -31 

24 123 一79
10 98 -23 

279 721 -261 
104 400 -134 

乗車°JI聖業他
33 44 -6 
15 1 14 

サービス 288 370 -66 
その -21 7 -21 

（出所〉 筆者作成。
（注）第7表と同じ。

4L. =lt1dX1+ dli1X1+ dlt1dX1 

L1L1= [l, ・・・, 1] { (lt1)diag (L1X1) + 

-81 
-15 
-38 

-659 
-17 

-21 
-36 
-26 
-2i 
-23 

-14 
21 

-65 
-182 
-163 

-5 。
-16 
-7 

(L1ltJ) diag (X1) + (L1ltJ) diag (L1X1)} 

計算結果は第7, 8表に掲げた。 1970年から75

年の聞に，「管理Jと「その他」を除く全職業で，

また，鉱業を除く全産業で就業者が増加した。上

式右辺に従って要因別に見ると，第1項の生産量

増減による効果（以下， JX効果と呼ぶ〉は，職業

別では「農林漁」を除けば皆フ。ラスであり，産業
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別でも農林漁業以外皆プラスである。第2項の労

働投入係数の変化すなわち生産性上昇による効果

（以下， dl効果と呼ぶ）は，職業別では「農林漁l

以外皆マイナスであり，産業別では農林漁業・不

動産業以外皆マイナスである。

第 7表により職業別に見ると，繕加量が最も大

きいのは JX効果による「生産工程」の増加で，

次いで ill効果による「農林漁」の増加， JX効

果による「販売J，「事務Jの増加等が大きい。な

かでも， JX効果による「生産工程」増加の寄与

が突出している。減少量については， Jf.JX効果

(dl効果と .JX効果の相乗効呆〉並びに Lll効果によ

る「生産工程Jの減少が大きく， JX効果による

「農林漁」の減少， Lll並びに Lll・L1X効果による

「販売」の減少が次いでいる。

第 8表により産業別に見ると，増加量が最も大

きいものとして， Lll効果による農林漁業， tlX効

果による繊維での増加が突出し， L1X効果による

商業，金属製品・機械，運輸・通信，サービス業

等での増加が続く。減少量については， Lll• L1X効

果による繊維での減少が最大で， L1X効果による

農林漁業， Lll効呆による繊維，商業， Lll・L1X効

果による金属製品・機械での減少が続く。

このように，産業別では農林漁業，繊維，金属

製品・機械等の部門における動きが，職業別では

「農林漁J，「生産工程」における動きが顕著であ

る。「生産工程」については， iJl効果が着用にマ

イナスに働いたが， L1Xのプラス効果で就業者を

増やした〈注3）。

トその後の動きについて見るために， 1975,80, 

85年の鉱工業サーベイのデータ借りを使って，鉱

業，製造業について，就業者のうち工員（opera・

tives）と専門・管理・事務（ホワイトカラー〉をとり

出し，就業者数増減要因分析を行なってみた。鉱
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第9表就業者（2職種〉の要因ZIJ増加
（韓国， 1975～85年〕 （単位： I，佃O人〉

｜職種｜麟高IJX I Jl l,:Jt・JX

1975～加｜工員 I3411 1, 3731 -4411 ー591
｜ホワイトカラー｜ 1371 2441 ー381 -69 

19加～85I工 員｜お倒 1,3881 -5111 -521 
｜ホワイトカラー｜ 1221 3331ー1011 -110 

（出所〕 筆者作成。
（注〉第7表と同じ。

第10衰 2職種で見た労働投入係数の変化（韓国〉
（単位：人／10億ウォン〉

職 種 ｜ 問 I1980 I 1鰯
工 員 J 71.74 J 44.68 J 32.22 
ホワイトカラー｜ 12.38 I 9.84 I 7.80 

（出所〉 筆者作成。
（注〉 粗生産額（1980年価格） 1側窓ウォン当り。

業・製造業全体に関する結呆は第9表のとおりで

ある。 1975～80年， 80～85年の両期間ともに， Ll{

効果を L1X効果が上回って労働投入が増加すると

いう点で，似たようなパターンを示している。あ

えて言えば，第10表から分るように工員の方が生

産性上昇が弱まったため，増加量が増えたことが

指摘できる。鉱業，製造業で見る限りでは，先に

経済全体で見たようなホワイトカラー化現象は見

られない》

〔注 1) 1979年，民間研究所設立推進協議会が発足

し，産業技術振興が重視されるようになった。

〈注2) 山越徳「産業・職業構造の変化とその棺

互関係」（『季刊労働法』別冊第2号 1978年〉。

（注3) 同上論文での日本に関する結果と比べる

と，農林漁業に関する動きが反対であり，韓国では繊

維部門の動ぎが突出しているのが特徴である。たとえ

ば， 1960～65年で産業別に見た場合の日本の農林漁業

については，生産増による効果は187万人増，生産性

上昇による効果は370万人減である。

〈注4) 従業員5人以上の企業のみ対象。資料は，

Republic of Korea, Economic Planning Board, 

b全世代 m Mining and乱匂胤ifacturingSun田弘、F

ウル， 1975,80, 85年版。
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阻 タイの労働投入構造

タイについては，全産業にわたる資本ストック

推計が利用可能でないため，レオンチェフ指標の

計算はできない。 19何年IO表を使って純輸出に

直接・間接含まれる労働を計算すると，労働は輸

出超過となる〈注I）。韓国の場合は，貿易に体化さ

れた資本も労働も輸入超過であった。 1975年のタ

イの貿易収支は輸出の444億~－ fこ対し輸入が645億

fと赤字であるにもかかわらず，労働要素で見る

と大幅な輸出超過になっている点がタイの特徴で

ある。 1975年の主な輸出部門は，農林漁業と食品

加工部門で，いずれも直接・間接必要労働量で見

て抜きん出て第 1, 2位にある。輸出シェアで筆

第11表貿易に体化された職業別労働
（単位： 1,000人〉

I Lイヱ~~I 韓国 (1釘0

翰出｜輸入陥位｜輸出｜輪入［i1頂位

専 門
管 理

震警
サーピス
農林漁
生産工程

24.2 

23.8 
173.7 
30.6 

1,520.0 
314.6 

（出所） 筆者作成。

19.5 
9.6 
23. 1 
95.3 
28. 1 

1,948.7 
488.0 

〈注〕第4表と同じ。

2 11: 
5 13 17 5 
4 
1 104 96 3 
3 46 39 1 
6 329 854 7 
7 306 416 6 

頭（34%）にある食品加工部門は，直接必要な労

働量（労働係数〉では下位にあるが，間接必要量

を含めると農業についで第2位となる。これは，

食品加工部門の投入の 7割が農林漁業生産物であ

るからである。

1. 労働の職業別分割

次に，韓国で見たのと同様に，労働を職業別に見

た場合の賦存度を計算してみる。製造業を分割せ

ずに l部門とし，会9部門で1975年について計算

した結果は，第11表左欄のとおりであるく注2）。韓

国についての同年の結果〔第4表〕に比べて，「生

産工程」が最下位にあるのが目立つが，これは製

造業を 1本化したことによって製造業内部の連関

効果が無視されてそのようになっている可能性が

ある。そうとすれば，両国の比較のためには，タ

イについても製造業を分割して計算を行なうこと

が望ましいが，産業・職業表データの制約からそ

れはできない。ここでは両国の比較のために， 19

70年の韓国について製造業を 1本化した10部門表

で計算した結果を第11表右欄に掲げた。 19部門表

による計算結果に比べて「農林務Jの量が増え，

「生産工程Jの量が減っている。

両国を比べて「生産工程」と「農林漁」の順位

が入れ替っているのは常識に適っている。タイに

第12表労働力の職業別構成（タイ〉

（単位： 1,000人，かっこ内%〉

1971 1975 1981 1985 

職

民411r岨j261 401 667 3.2 801 3. 4 
108 134 347 1. 7 348 1. 5 
212 247 413 2.0 608 2.6 

1,322 1,592 1,975 9.5 2,573 11. 0 

農生サそ
一 ピ ス

品；？；；；； 制； 3.~l林 12,771 76. 13,396 64. 14,213 . 7 
産 工 l, 636 9. 2,537 3,420 16. 3,989 . 0 

の 8 0. 。 0 0. 7 .0 

（出所〉 Thailand, National Statistical O飴ce,Reportザ theLabor Force Survey, Wlwle Kingdom, Round 
1, 2，パンコク， 1971,75, 81, 85年版。各年について2回の調査の平均。
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おいては，「農林漁」と「生産工程」が純輸入と

なっている。「農林漁」作業者の 99.7%が農林漁

業部門に属しており，農林漁業は純輸出部門であ

るのに，「農林漁」が輸入超過なのは奇異な感じ

がする。これは，製造業における農林漁業部門か

らの投入が大きく，かっ製造業製品が大幅な純輸

入部門であるために，「農林漁」が純輸入となっ

ていると考えることができる。また，「生産工程」

作業者の71%は製造業に属している。これについ

ても同様で，製造業が純輸入になっていることか

ら，貿易に体化された「生産工程」は純輸入にな

っている。第12表に見られるごとく，「生産工程」

の伸びは著しいが，まだ「農林漁」の役割が大き

い。また，「事務Jと「サービス」のシェアが韓

国に比べ著しく小さいことは特徴的である。

2. 職業別産業別権成の変動要因

ここでも韓国の場合と同様に，労働増加要因の

分析を試みる。産業は 8部門，産出高は国民所得

統計の GDP(19剖年価格〉〈注3），就業者は 1977,

82年の労働力サーベイから年間平均をとった。結

果は第 13, 14表のとおりである。職業別で見る

と，増加量の大きいのは，「農林漁」の L1X効果

による分が圧倒的で，同じ効果による「生産工

程J，「販売」のそれが次ぐ。ここでも韓国に比べ

「農林漁」と「生産工程」の順位が逆である。減

少量では， Lll効果と L1l• L1X効果による「農林

漁」の減少が突出し，韓国に比べれば「生産工程J

の寄与は小さい。産業別に見ると，増加量では

L1X効果による農林漁業，サービス業，商業，製

造業のそれが大きいが，やはり農林漁業のそれが

突出している。減少量の大きいのは農林漁業で，

Lll, Lll・L1X効果によるものである。このように，

「農林漁」作業の役割が韓国とは対照的である。

全産業合計で見て，「農林漁J作業の投入係数は
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第13表職業別融業者の要因別増加（タイ， 1977～82年）
（単位： 1,000人〉

｜霊童君~子＿ I ぷJ 川 X

309 238 46 25 
209 95 80 34 
145 141 6 -2 
585 723 -95 -42 
307 258 35 14 
943 2,439 -1, 254 -242 
973 1,107 -65 ← 69 

〈出所） 筆者作成。
（注〉第7表と同じ。

第14表産業別就業者の要因別増加（タイ， 1977-82年〉
（単位： 1,000人）

｜鵠j LIX Iι山 X

974 2,437 -1, 221 -242 
26 15 9 2 
601 642 -29 -12 
242 99 114 29 

23 30 -4 -3 
657 674 -12 -5 
122 200 -52 -26 
826 906 -51 一28

（出所〉 筆者作成。
（注〉第7表と同じ。

1977年の 51.88 (1側人／100万パーツ〉から 82年に

は40.88に減少したのに対し，「生産工程jのそれ

は11.40から11.34への減少で，後者の係数低下が

小さい。

（注1) I O表は次の資料から19部門に統合したも

の（競争輸入表〕を使用した。 Instituteof Develop・ 

ing Economies, Basic Input-Output Table of 

Thailand, 1975，東京， 1980年。産業別就業者は，次

の資料から計算。 Thailand, National Statistical 

O節ce, Report of the 1976 Industrial Census, 

Whole Kingdom, バγ コク／同， Reportof the 

Labor Force Su問 ey,Whole Kingdom, Round 1, 

2，バγ コタ， 1975年版。

（注2) 使用資料は向上。

〈注3) 総生産量買を用いるべきところだが，デ－京

の制約により次の資料からとった GDPデータを用L、

たロ Thailand,National Economic and Social De-

velopment Board, National Income of T加iland,

バン＝＜ !I, 1985年版。



－τ－τニーでふ．ム， J マムτニー一一一一一一一一－－－ 一 一 日 揚 究 ノ 四 ト 品 目 白 曲 目

あとがき

韓国は，投資を活発に行なうことにより労働生

産性を上昇させて労働投入係数を低下させる一

方，輸出需要の拡大によって労働投入を増やし続

けた。この聞の労働投入構造の推移は次のようで

あった。まず， 1970～75年について貿易に含まれ

る職業別労働で見ると，「生産工程」作業者，な

かでも熟練工が豊富に賦存していたことが見てと

れる。一方，生産に直接投入された職業別労働を

見ても，「生産工程J作業者は 1970年代にシェア

を急速に伸ばし， 70～75年については生産増効果

によるその伸びの貢献が顕著である。 1980年代に

入り「生産工程」作業者の伸びは鈍化するが，製造

業のなかでは依然重要な地位を占めている。 1975

～80年， 80～85年の両時期について鉱工業部門で

の推移を見ると，生産性上昇による効果を生産拡

大による効果が上回って労働投入が増加する傾向

が続いている。鉱工業部門ではホワイトカラー化

現象は見られない。

タイについては，まず，貿易に含まれる労働で

見た職業別賦存度で，「生産工程J作業者が最下

位にある点が韓国と対照的である。次に，生産へ

の直接投入で見ると，タイで最も著しい「農林

漁」作業者の増加要因が生産増効果によっている

点も韓国と対照的である。生産性上昇効果に注目

すると，韓国においては「生産工程」作業者のそ

れが，タイにおいては「農林漁J作業者のそれが

著しい。このままタイの工業化が進むとすれば，

「生産工程」作業者あるいは製造業における労働

生産性上昇の余地が残されているものと思われ

る。

（アジア経済研究所総合研究部〉

〔付記〕本稿は「東・東南アジアの経済成長と産業

構造」研究会 (1985～86年度）の成果の一部である。
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